



















て，詳細は別稿に譲るとして，簡単に記述しておく （以下は Moos,Die Klage auf 
































































































































































































































































































































































































































































にあるからである（Vgl.Stein-Jonas-Schumann-Leipold, ZPO, 19. Aufl., 1968, S. 
1034f. Stein, Uber die Voraussetzungen des Rechtsschutzes, Festgabe fir Hermann 





されるのを予防する（vorbengen）ことを目的とする。」（Vgl. Hahn, Materialien, 8. 



































































































































































































る。（Vgl.Moos, a. a. 0., S. 25.) 
将来の回帰的給付の訴えについては，ラングハイネケンは，回帰的給付請求権を，








































































































































































の訴えを将来の給付の訴えとするものとして， Vgl. Hellwig, System des Deutschen 
ZivilprozeBrechts. I, 1912, S. 271f. ドイツの通説は現在の給付の訴えとする。 Vgl.
Stein-Jonas-Schumann-Leipold, ZPO, §259 I 2.Rosenberg-Schwab, Zivilprozeβrec ht, 
13. Anfl. 1981, S. 521. 
倒 Vgl. Henckel, a. a. 0., S. 110.同様の見解として， Vgl. Miinzberg, Bemerkungen 




























































































参照。〉， Zeuner, Gedanken zur Unterlassungs-und negativen Feststellungsklage, 
Festschrift fir DるHe,1963, Bd. I. S. 302f.も同旨と解される。〉
将来の損害賠償請求の訴えには，以上のようなダイナミックな機能変化は見られな
いが，実体法上の損害賠償請求権が訴訟法上の将来の給付の訴えとし寸権利保護制度
と結びついて不法行為抑止機能を持たざるをえなくなった関係について，以上の考察
は参考になろう。
倒実務では，予め請求をなす必要があることが明白であることから，家屋又は土地の
明渡と明渡済までの賃料の支払を命ずる判決では，予めそれを請求する必要があるこ
とを特に判断しないままで請求を認容しているといわれる。菊井維大＝村松俊夫・
民事訴訟法Il61頁以下参照。
なお，この問題に関連して最近，土地明渡とともに明渡済にし、たるまでの将来の賃
料相当損害金を認容する判決が確定した後に，相当賃料額が昂騰しこれに相当する損
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制）
また，上述の将来の労働賃金支払請求の訴えにおいても，その効果の程は疑
わしいが，使用者に対し，労働者の就労を促す機能をもつことも否定できない
ω 
だろう o
(*) さて，将来の損害賠償請求の訴えが，以上で、論証した不法行為抑止機能
を有することを認識することは同時に，この将来の給付の訴えに二重の機能が
あることを確認することになろう。
それは，将来の回帰的給付の訴え一般に認められる，将来の同一的紛争の回
避機能〈前注ω参照。ここでは将来の損害賠償請求権に関する紛争の回避〉と，
付随的ではあるが，将来の不法行為抑止機能であるO この二つの機能は通常両
立しうるが，紛争の一回的解決の条件が整っていない時には対立しうるのであ
り，その場合には両機能の調整が必要となる。前節で考察した方法は，このよ
うな認識に基いて行なった，ひとつの具体例であるO
四結 び
本稿の将来の給付の訴えについての考察の成果を整理すると次のように言う
ことができょう。
付公害訴訟における将来の損害賠償請求のみならず，土地家屋明渡済まで
の損害賠償請求，解雇無効を前提とした将来の賃金請求について，将来の給付
害金が増大した場合には，後訴において前訴で認容された損害金との差額を請求でき
るとした判例が現われた（大阪高判昭和56年4月30日判例タイムズ450号120頁。〉。
この判例は，確定判決後の残額請求の可否に関する一連の最高裁判例（昭和43年4
月11日民集22巻4号862頁他。〉と同様の問題を含んでいるが，将来の賃料相当額の損
害賠償請求を無意識に認めてきた実務に対し，将来の給付の訴えの制度目的の再検討
を促すものとして注目すべきものであろう。
脚本稿注側参照。
帥就労請求権を認めるか否かについて，判例・通説は否定的であるので，将来の損害
賠償請求や，土地明渡にいたるまでの損害賠償請求とは同例に扱うことはできないだ
ろう。就労請求権については，下井隆史「就労請求権について」日本労働協会雑誌175
号2頁以下参照。
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の訴えの要件について特別に判断することなく，認容または却下，棄却する判
例が多し、。後二者では，むしろそれが実務の通常であることが指摘されなけれ
ばならな。
ω これらの将来の回帰的給付の訴え，とりわけ公害訴訟のものにおいて，
将来，事情が変更するおそれがあり，あるいは将来の事情が予測できない場合
がある。
この場合に，請求の基礎が確定していない，あるいは請求の内容が不明確で
あることを理由として訴えを却下，棄却する判例が多い。
（三） しかし，将来の回帰的給付の訴えの目的は単に，将来の同一的紛争の回
避にのみあるのではなし、。とりわけ公害のような継続的不法行為に対する将来
の損害賠償請求の訴えは，不法行為抑止機能を有する。
内容の不明確性等の理由から訴えを全部却下することは，この不法行為抑止
機能を有する将来の給付の訴えという権利救済制度の存在そのものを否定する
ことになろう。
これに対して，将来の確実に予測しうる範囲に限って請求を認容することは
原告の利益に合致し，被告においても不当な結果にならなし、。
以上が本稿の一応の総括であるが，将来の損害賠償請求に関しては，本稿で
残した，あるいは触れることのできなかった問題が多い。
本稿の出発点は，将来の給付の訴えとし、う訴訟制度により，継続的不法行為
に対する救済をどのような要件の下に行なうことができるかであったO 判例の
現状は将来の損害賠償請求の訴えに対して厳しし、。そこで，将来の給付の訴え
の意義づけ，将来の損害賠償請求の訴えの機能についての認識が必要であると
考えた。この点については，本稿の中である程度解明できたと思う。
しかし確定判決後の事情の変更による問題，ここでは将来の給付の訴えによ
って認められた，確実に予測しうる範囲以外の事情による損害額の増減，とり
わけ，将来の損害賠償請求の訴えの不法行為抑止機能が作用せず，損害が増大
した場合〈これは00ホン以上の騒音発生が止むまでという条件で終期を定め
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た場合に起こりうる〉，債権者は後訴により増額請求を求めることができるか
帥
の点については検討することができなかった。
私はこの問題を肯定的に考えたいが，確定判決後の追加賠償請求の一連の問
題のひとつとして総合的に考察することも必要であろう。ただ，ここでは継続
的不法行為とそれに基づく損害賠償が問題であるので，過去の不法行為による
後遺症の問題よりも理論上，困難ではないだろう。
さらに，後遺症に基づく後訴を許すかどうかの点で問題となっている， 「こ
の種の問題が具体的実質的な諸利益の衡量に支えられたすぐれて政策的な間
働
題」ではないのかとし、う指摘は，本稿の将来の給付の訴えにおいても，そのま
ま妥当するであろう。この点でも本稿の考察は無意味なものだとは思われな
し、。
また，将来の損害賠償請求を提起せざるをえない状況を前提にして本稿の考
察を進めてきたので、あるが，それに替る，両当事者双方にとって公平な訴訟上
の救済手段がないかどうかも同時に検討すべきである。このためには逆に，将
来の給付の訴えがどのようにして訴訟制度として成長してきたのかという，と
りわけドイツ法の法制史研究も必要であろう。これらの課題については別稿で
考察したい。
残された課題は少なくないが，いずれにしても，現在における，将来の給付
の訴えという訴訟制度の，裁判所と当事者双方の安易な利用と，その安易な拒
絶は反省されるべき時にある。 (1981年12月10日〉
〔追記〉
本論文脱稿後，〔判例11）の上告審，最高裁大法廷昭和56年12月16日判決が下された。過
去の損害賠償請求についてはほぼ認めたものの，差止請求と将来の損害賠償請求とも却下
(5) なお注倒参照。
岡井上治典「後遺症と裁判上の救済」ジュリスト548号318頁。この問題については小
山昇教授の一連の論文（最近では小山「確定判決後の追加賠償請求について」吉川追
悼論集・手続法の理論と実践・上巻271頁以下。〉の他文献は多い。
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とし、う原告に厳しい内容であった，手元には判決要旨しかなく，ここで批評することはで
きないが判決要旨の範囲内で次のことが言えよう。
12名の多数意見は将来の損害賠償については「具体的に請求権が成立したとされる時点
においてはじめてその成立を認定することが可能である」とし 「事情の変動により請求
権が不成立となったことを立証して請求を阻止する責任を債務者に負担せしめることが不
当と考えられるような場合には，かかる将来の損害賠償請求権は，将来の給付の訴えにお
ける請求権としての適格を有しなし、」とする。そして本件では「明確な具体的基準によっ
て賠償されるべき損害の変動状況を把握することは困難」であるとする。
このように（判例12〕とほぼ同様の理由によりながら，原審判決破棄自判した点からみ
ると，そもそも，将来の損害賠償請求については将来の給付の訴えは認められないとする
に等しい判決である。本稿の中で挙げた判例中最も厳しいものであるが， これに対して
は，本稿の判例中最も明解な積極的見解が団藤重光裁判官の反対意見の中に述べられてい
るので以下要旨を記しておく。国に対する差止請求が私法上の給付請求権を有するもので
ないとする判決が下された今，将来の損害賠償請求の意義はますます重要になっている。
「本件のように公の営造物の設置，管理の寂庇によって他人に継続的に損害が生じてい
る場合には，被害発生が確実と認められる限度において，将来生ずべき損害の賠償を請求
することが許されるものと解すべきである。原判決が将来の損害の賠償を命ずるについて
明確かつ適当な終期を付しなかったのは失当であるが，予測される最小限度の被害の発生
が確実に継続するものと認められる期間を控え目に見積もることにより終期を定めて損害
賠償を命じ，その期間内に特別の事態が生じた場合は相手方に請求異議の訴えによって救
済を求めさせることとしても，これに不当に不利益を課することにはならず，既判力の範
囲についても，右のような終期を付することによって疑点を解消することができる。」
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